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こしみずゼロカーボンシティ戦略 ～ 1. ゼロカーボンに関する国内の状況

120年で1.5℃上昇

2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロ（ゼロカーボン）を目指すことを宣言

出典：北海道HP

〇国の動き

〇北海道

2030年：48％削減、 2050年：実質排出量ゼロ「北海道地球温暖化対策推進計画（第３次）」

https://www.data.jma.go.jp/sapporo/bosai/publication/kiko/kikohendo2020/leaflet/17_abashiri.pdf

〇ゼロカーボン

気候変動の原因：経済活動等に伴う温室効果ガスの増加

出典：北海道HP

〇気温上昇とその影響

〇21世紀末における温度上昇予測と影響
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こしみずゼロカーボンシティ戦略

概要温室効果ガス

化石燃料の燃焼など二酸化炭素（CO2）

家畜の飼養及び排せつ物管理、農業廃棄物の焼却処分、廃棄物の
焼却処分

メタン（CH4)

耕地における肥料の施用、家畜の飼養及び排せつ物管理、農業廃
棄物の焼却処分、廃棄物の焼却処分

一酸化二窒素(N2O)

クロロジフルオロメタン又はHFCｓの製造ハイドロフルオロカーボン（HFCs）

アルミニウムの製造パーフルオロカーボン類(PFCs)

マグネシウム合金の鋳造六ふっ化硫黄（SF６）

半導体素子等の製造三ふっ化窒素（NF3）

～ ２. 小清水町の状況と今後 ３．CO2排出量

〇対象とする温室効果ガス

・町全体のCO2排出量は2013年度が77,168 t-CO2、2019年度が73,014 t-
CO2で5.4%減。

・部門別の構成割合は、両年度ともに産業部門の排出量が最も多い。
・産業部門：基幹産業である農林水産業が排出量の約80％を占めている
・業務その他部門：主に公共施設や医療・福祉施設から排出量。小清水町地球温暖化対策
実行計画（事務事業編）による脱炭素化の成果もあり、2013年度から2019年度の排出
量は32.6％減と大幅に減少
・家庭部門および運輸部門：町の人口減少により、排出量も減少傾向

〇対象とするCO2の部門・分野
〇小清水町のこれまでの取り組み

〇地球温暖化対策実行計画期間

・地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の策定
計画期間：2019～2023年度
基準年度：2013年 3,493.6 t-CO2
計画年度：2023年 2,971.1t-CO2 長期計画：2030年 2,096.1t-CO2

・COOL CHOICE事業を通じた環境教育等の取り組み
→率先して地球温暖化対策に取り組む

〇小清水町の今後
・2022年度 ゼロカーボンシティ小清水の宣言（3月予定）

国、北海道の方針に賛同し、2050年までにCO2排出量を実質ゼロに
することを目指す自治体として、ゼロカーボンシティを表明

・2023年度以降
地球温暖化対策実行計画（事務事業編＆区域施策編）を策定し、施策へ反映

年度区分

２０１３（平成２５）年度基準年度

中期：２０３０（令和１２）年度 長期：２０５０（令和３２）年度目標年度

実績積上法
按分法
按分法
按分法
実績積上法
道路センサ
ス活用法

CO2推計方法

〇CO2排出量

人口 5,279人 4,800人
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こしみずゼロカーボンシティ戦略 ～ ４.CO2排出量の推計と導入目標

削減量（8,905ｔ-CO2） を再生可能エネルギーによる発電で達成する場合の導入量

41,671

削減⽬標

25,746

10ｋｗ未満 175件
10ｋｗ以上 41件 （※）

〇再エネポテンシャルと導入目標〇CO2排出量の推計（BAU）

〇2030年削減目標にむけて

【施策① 省エネルギー】

・太陽光 ・風力 ・中小水力 ・地熱 等で検討

・国等と連携して進める各種省エネルギー対策等
による削減見込量 7,371t-CO2

【施策②再生可能エネルギーの導入】

・省エネ法により特定事業者がエネルギー消費の原単位を年1％以上
低減させる義務化による削減見込量 815t-CO2

・CO2排出係数の改善による削減見込量 8,655 t-CO2 

8,905   ｔ-CO2

16,841 ｔ-CO2
67,417 t-CO2

北側を中心に高い 陸上：南側が高い
洋上：ポテンシャルはあるが
流氷や景観等に留意が必要

低い 多くはないが、市街地
近辺に分布

5－6基 困難 現技術下において低温地
熱での発電は困難である
が、2050年までの技術革
新に期待

その他再生可能エネルギーの可能性
・BDF（バイオディーゼルフューエル）：直接油糧作物からBDFを生産してい
る事例は少なく、活用する場合は、実績やLCAの観点から廃食油が望ましい。
・木質バイオマス：未利用系資源、廃棄物系資源からの発電電力量では削減目標の2％

・水素：町の資源が活用できるかは未定だが、2030年に向けて現在開発中。

不足分は再エネ導入

３

※規模別の件数は、現在の実績割合に基づき按分

人口 5,279人 4,800人 4,444人 ４,１０６人 ２,８４０人

将来推計方法
・産業→産業規模の維持が望ましく2019年の値を使用
・業務、家庭、運輸→2019年の値に人口推移を反映

削減目標目標年度

基準年（２０１３年度）から46%以上の削減① 中期：２０３０年度

カーボンニュートラル② 長期：２０５０年度



こしみずゼロカーボンシティ戦略 ～ 5.森林吸収量 ６.将来ビジョン

〇森林吸収量
広葉樹針葉樹

国有林
2019年

2013年
（基準年）2019年

2013年
（基準年）

8327661,6051,395樹種別蓄積量 (千m3)

395,460364,247509,584442,961森林炭素蓄積量 (ｔ-Ｃ)

31,21366,662森林炭素増分（ｔ-C/6年）

5,20211,104年あたりの森林炭素増分（ｔ-C/年）

19,07540,714樹種別吸収量［t-CO2/年］

59,788吸収量計［t-CO2/年］

広葉樹針葉樹
民有林

2019年2013年
（基準年）

2019年2013年
（基準年）

164157330337樹種別蓄積量 (千m3)

78,10474,656104,714107,009森林炭素蓄積量 (ｔ-Ｃ)

3,448-2,295森林炭素増分（ｔ-C/6年）

575-383年あたりの森林炭素増分（ｔ-C/年）

2,107-1,403樹種別吸収量［t-CO2/年］

705吸収量計［t-CO2/年］

森林吸収は6万［t-CO2/年］と多いが、その約99％は国有林

〇将来ビジョン

図 脱炭素社会の実現に向けて、町が重要視すべきこと（アンケート調査より）

図 まちの将来イメージ（アンケート調査より）
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１．脱炭素に貢献し、先導するまち

２．再⽣可能エネルギーの利⽤が盛んなまち

３．公共交通機関等が充実した利便性の⾼いまち

４．空気や⽔がおいしいまち

５．静かでおちついたまち

６．豊かな⾃然や⾵⼟を守り⼤切にするまち

７．⼈と動物や植物が共⽣するまち

８．ごみが少ない美しいまち

９．環境保全等のボランティアやイベント活動が盛んなまち

１０．すべての⼈が働きやすいまち

１１．⼦どもを産み育てやすいまち

１２．⼼⾝ともに健康でのびのびと暮らせるまち

１３．いまと変わらない⼩清⽔町らしさ
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１．2050年までに温室効果ガス排出量実質ゼロの⽬標を
必ず達成すること

２．景観や資源等、⼩清⽔町の財産を守りながら進めること

３．⼩清⽔町の経済⾯を最も重要視し、安定化を図ること

４．町⺠の住環境を最も重要視し、住みやすいまちを
⽬指すこと

５．周りの市町村と連携し、⾜並みを揃えながら脱炭素化を
進めること

将来ビジョン

コンセプト

部⾨別 ⽬標（⽅向性）と課題
〇 運輸部⾨︓観光と⼀体となった脱炭素化
・CO2排出量が多い⾃動⾞は、町における移動・物流の⼿段。
・すまい・観光、両⾯からの脱炭素化を実現することが課題。

〇 家庭部⾨︓町⺠・事業者・⾏政との協働での脱炭素化
・家庭部⾨では省エネ・再エネの設備や機器の導⼊促進が必要。
・経済的な負担を伴うことから、町⺠・事業者との協働が課題。

〇 業務部⾨︓まちづくりと⼀体になった脱炭素化
・町の住みやすさを損なわずに、脱炭素化を実現することが課題。

〇 産業部⾨︓農業振興と両⽴する脱炭素化
・主産業の農業は⽣産額・CO2排出量ともに最も多い産業。
・農業⽣産規模を縮⼩させずに脱炭素化を実現することが課題。

豊かな⾃然や⾵⼟を守り⼤切にするまち

⼦供を育てやすい 空気が⽔がおいしい

健康でいたい働きやすい

再エネの導⼊⾃然との共⽣ 産業の振興 くらしやすい

４



こしみずゼロカーボンシティ戦略 ～ 7.具体的な取り組み

〇キャッチフレーズと将来像

〇「省エネ」や「再エネ」に関する各分野の具体的な取り組み案

J-クレジット：省エネ・再エネ
設備の導入や森林管理等による温
室効果ガスの排出削減・吸収量を
クレジットとして認証する制度。

〇Jクレジット制度

省エネ・再エネ設備の導入や森林管理等による温室効果ガスの排出削減・吸収量を資
金として売却することも可能

５

⾏
政

事
業
者

住
⺠

次世代⾃動⾞の普及、燃費改善 ハイブリッド・電気⾃動⾞の普及拡⼤、2050年までに⽔素燃料の⾃動⾞の普及 2030-50 〇 〇 〇

⼆次交通としてのEVカーシェアリングの普及 観光客の移動に伴う脱炭素化、利⽤促進に資する情報提供サービス等の付加 〇 〇 〇

EV⽤受電設備の普及 EVカーシェアリング導⼊拡⼤の⼊り⼝ 〇 〇 〇 〇

オンデマンド交通等の導⼊ ⾼齢化社会への対応も視野に、利便性の向上を要検討 〇 〇 〇 〇

再エネ電⼒×EVによるゼロカーボンドライブの普及 地域間連携による広域な取り組みへの期待 〇 〇 〇 〇

トラック輸送の効率化、宅配便再配達の削減 共同輸送やドローン物流による効率化、宅配便の職場等受け取りによる再配達時
のCO2量を削減

〇 〇 〇 〇

持続可能な観光地づくり・サステナブルツーリズム 地域資源の保全・利⽤の在り⽅の提案・定着、参加・体感することでの旅の質
（サービス）向上

〇 〇 〇 〇

公共交通機関の利⽤促進 市街地や観光地への移動⼿段としての公共交通機関の検討 2030-50 〇 〇 〇

⾃転⾞の利⽤促進 市街地や観光地への移動⼿段としての⾃転⾞利⽤の検討 〇 〇 〇 〇

ZEHの推進、改修時は断熱の推進 現在は需要はないが、技術的には可能。新築物件への普及を期待 〇 〇 〇 〇
⼆酸化炭素の排出量が少ない発電事業者からの電
⼒購⼊

⾃発的な選択のほか、外部要因の改善にも期待 〇 〇 〇 〇

家庭⽤蓄電池の導⼊ 再エネを蓄積するための家庭⽤蓄電器の導⼊（災害時の電気としても利⽤） 〇 〇 〇 〇

省エネ家電(⾼効率給湯・照明など)の活⽤ 公共では進んでいる⼀⽅、事務事業、家庭での機器更新に合わせた推進に期待 〇 〇 〇 〇
クールビズ・ウォームビズ、⾷品ロス削減、節電・節⽔
の実施徹底

地域の⽣活スタイルや個々のライフスタイル等に応じた効果的かつ参加しやすい取
組の推進

〇 〇 〇 〇

VRの充実による遠隔サービスの拡充 地域の強みを⽣かしながら暮らしの中でのサービス向上を図る 2050 〇 〇 〇

ZEBの推進、改修時は断熱の推進 現在は需要はないが、技術的には可能、新築物件への普及を期待 〇 〇 〇 〇
⼆酸化炭素の排出量が少ない発電事業者からの電
⼒購⼊

⾃発的な選択のほか、外部要因の改善にも期待 〇 〇 〇 〇

書類等の電⼦化 公的書類を電⼦化等することにより、⼿続きの効率化、書類発⾏に伴う運輸部⾨
でのCO2排出量の削減

〇 〇 〇 〇

Ai、ICTを活⽤した排出量・削減効果の⾒える化 CO2排出量、取組、⽬標などの⾒える化により理解促進を図る 〇 〇 〇 〇

クールビズ・ウォームビズ、⾷品ロス削減、節電・節⽔
の実施徹底の促進

住⺠の意識改⾰を図り、⾃発的な取組の拡⼤・定着につなげる普及啓発活動の
実施

〇 〇 〇 〇

環境教育の普及促進 「気づきの場所」としての情報発信、体験機会の提供 〇 〇 〇

コンパクトなまちづくり まちづくりと合わせた⻑期の視点が必要 2050 〇 〇 〇

災害に強いまちづくり マイクログリッド、分散型エネルギーの導⼊ 2050 〇 〇 〇

農業機械の燃料の改質 農機の更新頻度が⻑期であることから、現在の農機を活⽤しつつ低炭素化を図る 〇 〇

農林業機械の電化、⽔素化 要素技術を含めた電動農林業機械等の開発・普及 2050 〇

畑地のCO2吸収・固定 畑地における有機物の含有量増加を図ることにより吸収・固定量の増加を図る 2030-50 〇

テレワークの推奨（活⽤の再エネ最適化） 働き⽅の⾒直しも期待 〇 〇 〇 〇

ワーケーションの拡⼤ スローワークス、ワーケーションなど、働き⽅の⾒直しも期待 〇 〇 〇 〇

電⼒の地域循環・⾯的利⽤ 卒FIT後を想定、運⽤⾯（収⽀）が課題 2050 〇 〇

壁⾯や屋根置き太陽光発電の設置（⾃家消費） 限られたスペースの効果的に活⽤。公共施設（学校）等の⼤規模改修時の導
⼊。蓄電池導⼊も検討

〇 〇 〇

上⽔道設備を活⽤したマイクロ⽔⼒発電 上⽔道の減圧弁活⽤に期待 2050 〇 〇
分散型エネルギー（再エネ）の近接地での⾯的利
⽤

公共施設間などにおけるエネルギー融通・⾯的活⽤ 〇 〇

既存の系統線や⾃営線を活⽤した地域再エネの地
産地消

卒FITを想定した仕組みづくりの検討。産業間での連携も期待。 〇 〇 〇 〇

地域間連携による再エネ融通 各地域の特性も踏まえた地域間での需給平準化を図る 〇 〇 〇 〇

⾞庫や資材倉庫への太陽光発電設置 発電設備の設置可能性はあり 〇 〇 〇 〇

⾵⼒発電 野⿃、景観などの⾃然環境の配慮、住⺠の理解が課題 2050 〇 〇

地熱 熱利⽤の普及拡⼤、発電利⽤は技術⾰新に期待 2050 〇 〇

バイオマス発電など 原材料の確保が課題 〇 〇 〇
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